
◆ ◆ ◆ ◆は　じ　め　に

 “農業は割に合わない仕事だ”という人がいます。私は、横浜市緑区の農家の長男とし

て生まれ、額に汗を流しながら一生懸命農業に取り組んでいる両親の背中を見ながら育

ってきました。冬の寒い日には霜が降りないかと心配をしながら暗闇の中、畠を見回っ

たり除夜の鐘を聞きながら菜っぱを束ねたりと家族総出でその日の糧を得るのが生業で

した。しかし、一生懸命に農業をしたからと言って報われるとは限りません。丹誠込め

て作ったほうれん草が信じられないような安値ということも少なからずありました。働

いた正当な対価をしっかりと貰えるのが仕事であるという思いは、どの人にもあると思

います。農家はその蚊帳の外にいるような、そんな無力感に捕らわれるのはいつものこ

とでした。

　そんな過酷な状況の下でも、都市部の農家は農業を営み、家を守ってきたのです。し

かし、バブルの時期に“地価の高い都市部で農業をやるのは良くない”という偏見報道

がされた時期がありました。これは、住宅政策の失敗を農家のせいにする魔女狩りで、

代々都市部で農業に従事してきた我々への侮辱でしかありませんでした。

　長引く不況のあおりを都市農家も受けています。都市農家は農業所得のマイナスを補

い、固定資産税の支払い、相続税の支払いのためにアパート、マンションを建てました。

ところが、入居がなかなか決まらないにもかかわらず、毎月の借入金返済は続いていま

す。挙げ句の果てにその返済を埋めるために大事な畑を売ってしまうケースも見受けら

れます。そのようなことを避けるためにも、事前に対策を行っていく事の重要性がます

ます強まってきております。

　平成 29 年度の税制改正では、安倍政権による「一億総活躍社会」の実現のため、個

人所得課税改革の第一弾として配偶者控除の見直しが行われました。

　法人税関係では、法人の成長戦略の一環として研究開発税制の見直等が行われます。

　また、昨年話題になった国際的な租税回避対策として、国際課税制度も整備されまし

た。その他取引相場のない株式の評価等、主要な改正ポイントを本書冒頭にまとめてい

ます。平成29年度税制改正の理解と、対応策検討の為の資料としてご活用下さい。

　今回も弁護士の太田壽郎先生と不動産鑑定士の芳賀則人先生に執筆をお願いし、より

内容の充実したものを作ることができました。本書により正確な税知識を得て、都市農

家・地主の経営改善・節税・事業承継に活用して頂ければ幸いです。

ランドマーク税理士法人 代表税理士 清 田 幸 弘  
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平成29年度 税制改正のあらまし

　「平成 29 年度税制改正」について、その主要な部分について解説します。
　個人所得課税改革の第一弾として、就業調整を意識しなくて済む仕組みを構築する観点か
ら、配偶者控除及び、配偶者特別控除の見直しがされました。
　その他、事業承継税制の見直し、広大地の評価の見直しなどが行われています。

【１】 個人所得課税

（１）配偶者控除・配偶者特別控除の見直し（国税）
①　配偶者控除の見直し
　　居住者に適用する配偶者控除の額は、下記のとおりとされました。また、合計所得金額

が 1,000 万円を超える居住者については、配偶者控除の適用はできません。

②　配偶者特別控除の見直し
　　配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額は 38 万円超 123 万円以下（現行：

38 万円超 76 万円未満）となりました。
　　また、控除額は納税者本人と配偶者の合計所得金額に応じて逓減・消失する仕組みとさ

れます。
　　なお、現行制度と同様に、納税者本人の合計所得金額が 1,000 万円を超える居住者につ

いては、配偶者特別控除の適用はありません。
　①、②ともに平成 30 年分以後の所得税から適用されます。

（２）配偶者控除・配偶者特別控除の見直し（地方税）
①　配偶者控除の見直し
　　居住者に適用する配偶者控除の額は、下記のとおりです。また、合計所得金額が 1,000

万円を超える所得割の納税義務者については、配偶者控除の適用はできません。

②　配偶者特別控除の見直し
　　配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額は 38 万円超 123 万円以下（現行：

38 万円超 76 万円未満）となりました。
　　また、控除額は納税者本人と配偶者の合計所得金額に応じて逓減・消失する仕組みとさ

れます。

居住者の合計所得金額
控　　　　除　　　　額

控除対象配偶者 老人控除対象配偶者

900 万円以下 38 万円 48 万円

900 万円超  950 万円以下 26 万円 32 万円

950 万円超 1,000 万円以下 13 万円 16 万円

所得割の納税義務者の
合計所得金額

控　　　　除　　　　額

控除対象配偶者 老人控除対象配偶者

900 万円以下 33 万円 38 万円

900 万円超  950 万円以下 22 万円 26 万円

950 万円超 1,000 万円以下 11 万円 13 万円
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所得税は個人がその年の１月１日から１２月３１日（年の途中で死亡した
場合には、死亡した日まで）の１年間に生じた各種の所得の金額に基づ

いて計算します。

　個人がその年に得た収入を所得の種類

別に分類（P.１２別表参照）をして、原則

として次のような計算によって税額が算

出されます。

解　　説

　所得税には、申告納税制度と源泉徴収制
度の二つの申告方法があります。

＊申告納税制度
　農業などの事業者は、自分で所得を計算
し申告書を提出して納税します。
・総合課税の場合…各種の所得を合計して
税金を計算します。

・分離課税の場合…一定の所得については
他の所得から切り離してその所得につい
ての税金を計算します。

＊源泉徴収制度
　事業従事者の給料等にかかる税金は、受
取るごとに天引きされます。
　給与所得のみの人は、その年の最後の給
与のときに年末調整を行うことによって申
告が完了することになります。

　申告納税には、単に収支を計算すればよ
いだけで特典の付与されていない白色申告
と、原則として複式簿記方式により記帳を
することによって特典の付与される青色申
告があります。

収入金額−必要経費＝所得金額
	
各種の所得金額の合計額−所得控除額＝
課税所得金額
	
課税所得金額×税率−速算表控除額（P.188
参照）−税額控除額＝納税額

	
※農業所得や営業所得は事業所得に分類されま
　す。	

所得税の仕組みはどうなっているのでしょうか。教えてください。

１.  所得税の計算方法

●A

●Q

第Ⅰ章  所 得 税
⑴課税の仕組み
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	 	 		 	  種類	 	 具体例	   	課税方式	 	  所得金額の計算方法		 	 	 	
	 	 	  	
	 	 	 	

	 	 	 	
	 	 	 	
	 	 	 	
	 	
	 	 	 	

	 	 	 	
	 	 	 	
	 	 	 	
	 	 	 	 	 	 		 	 	 	
	 	 	 	

	 	 	 	
　	 	 	
	 	 	 	 	 	 	 	 	

	 	 		 	 	 	
	 	 	 	

	 	 	 	
	 	 	 	
	 	 	
	
	 	
	 	 	 		 	 	 	

	 	 	 	 		 	 	 	
	 	 	 	
	 	 	 	

	 	 	 	
	 	 	 	
	 	 	 		 	 	 	 	
	 	 	 		 	 	 	 	 	 	 	

別表　所得の種類と課税の方法

※総合課税となる譲渡所得のうちの長期譲渡所得と一時所得は１／２にして総所得金額を計算します。

利子所得

配当所得

事業所得

給与所得

退職所得

山林所得

譲渡所得

一時所得

雑所得

公社債、公社債投資信託、
定期預金、普通預金等

株式投資信託の収益分
配金

不動産所得

割引債券の償還差益、定
期積金の給付補てん金

公的年金

クイズの賞金、会社など
から贈られた金品、財形
給付金、保険の返戻金等

作家以外の原稿料、
還付加算金等

土地、建物、株式、車輌、
借地権などの譲渡益

山林の伐採や譲渡

退職金
一時恩給など

給料、賞与、現物給与
など

事業として行う不動産
の売買

農業、販売業、製造業
など・作家、弁護士な
どの報酬

株式の配当金

家賃・地代など

分離

総合・分離

総合

総合

総合・分離

総合

分離

分離（五分
五乗方式）

総合
分離

総合

総合

総合

分離

収入金額＝所得金額
＊障害者の少額預金の利子所得等につ
いては非課税

収入金額−元本取得のために要した
負債の利子＝所得金額

収入金額−必要経費＝所得金額

収入金額−必要経費＝所得金額

収入金額−給与所得控除額＝所得金額

（収入金額−退職所得控除額）×１／２
＝所得金額

収入金額−所得を生ずるのにかかっ
た諸経費−特別控除額＝所得金額

収入金額−資産の取得費等・譲渡費
用等−特別控除額＝所得金額

収入金額−支出した金額−特別控除
額＝所得金額

公的年金等の収入金額−公的年金
等控除額＝所得金額

収入金額＝所得金額

収入金額−必要経費＝所得金額
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コラム
 　相続税の税務調査
　　相続税の税務調査のポイントは、預金の流れをマスターすることです。具体的にどのような調査が行わ

れるのか説明します。
　
１　午前は聞き取り、午後は書類の確認を
　税理士法に定められている書面添付制度に基づく書面が申告書に添付されている場合には、納税者に税務
調査の事前通知が行われる前に、税務代理権限証書を提出している税理士に対して添付された書面の記載事
項に関する意見陳述の機会が与えられます。その後、税務調査という事になれば、原則として、納税者に対
し調査の開始日時・開始場所・調査対象税目・調査対象期間などが通知されます。その際、税務代理を委任
された税理士に対しても同様に通知されます。当日は朝１０時から調査が始まり午後５時位までかかります
が、午前中に終了ということもあります。調査は通常２名の税務署職員が相続人の家に訪れ、午前中は聞き
取り調査、午後は通帳・権利書等重要書類の確認を行います。

〈相続税の税務調査でよく質問される項目〉

２　税務調査は現預金の流れが最重要ポイント
　相続税の税務調査で一番問題になるのは現金預金の取引内容です。特に名義預金の関係は詳しく調べら
れます。名義預金というのは、亡くなった方の預貯金が贈与の手続きを経ずに他の家族の名義になってい
るものです。税理士も申告書作成時には被相続人の過去何年間かの預貯金の流れを確認します。特に大き
い出金に関してはどこへいったのか、亡くなった日現在で他の家族の名義になっていないか等をよく調べ
ます。税務署に相続税の申告書が提出されると、税務署の担当官から関係のありそうな全ての金融機関に、
相続が発生した日現在の被相続人、相続人やその家族の預貯金の残高と過去何年間かの預貯金の取引明細
の問い合わせがあります。
３　税務調査を終えて
　税務調査を終えて後日、問題があれば、税務署・納税者・税理士との間で調整し、税金を納める場合に
は修正申告書を提出します。事前に被相続人の生前の入出金についてしっかり把握し、贈与の申告等の漏
れがないか再度確認してみることが、後で困らないために大切なことです。

午前

□被相続人の仕事、趣味、性格、入院歴、病気の
状況の確認

□被相続人が生前に財産（預金通帳、権利書等）
を保管していた場所の確認

□亡くなる前の意思があったか

□財産（主に預貯金）の管理者は誰だったのか

□医療費はどこから出していたか

□生活費はどのように捻出していたか

ポイント

「亡くなった方の財産が生前の収入に対して適正な額か」

「贈与税の申告もなく家族の名義になった財産はないか」

□二次相続の場合には一次相続で名義の書き換えをし
ているかどうか（一次相続の時にその配偶者が相続
したものが漏れていないかどうかの確認）を前の相
続税申告書と突き合わせをする（特に預貯金）

□被相続人からの贈与についての確認（金額、時期、申
告の有無）とその贈与後の通帳・証書の保管者の確認

□各印鑑の使用方法の確認（家に保管してある全
ての印鑑の印影をとる）

□預金通帳について家族全員分の金融機関・番
号・残高・取引内容の確認

□縄延びの確認（土地の測量図が家に残っていないかを確認）

 ＊縄延びとは、登記簿上の土地面積より実測面積が大きい

ことをいいます

午後（主に現地調査）

第Ⅲ章  相続税・贈与税
⑵財産評価
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 （１）課税財産…一部

解　　説

相続財産とはどのようなものでしょうか。家財道具やお墓などは含
まれるのでしょうか。教えてください。

100.  相続財産

相続や遺贈によってもらうすべてのものが相続財産に含まれます。ただ
し、課税財産と非課税財産があります。家財道具などは課税財産に含ま

れますが、お墓は非課税財産となります。また、借入金や未払金などは債務とし
て控除することができます。

（２）非課税財産…一部
ａ）墓地、仏壇、仏具など
ｂ）生命保険金
　　相続人が受取った生命保険のうち、（５００万円×法定相続人の数）まで非課税
ｃ）退職金
　　相続人が受取った退職金のうち、（５００万円×法定相続人の数）まで非課税
ｄ）国などに寄付した相続財産
　　

（３）債務控除
　 　 葬式費用や預かり敷金、借入金や未払医療費などは債務控除の対象となります。

	 種　　　類	 　　　　　　　　内　　　　　容

土地	 宅地、田、畑、山林など

家屋	 居住用家屋、貸家、倉庫、庭園設備など
事業用財産	 機械、器具、商品、製品、原材料など

有価証券	 株式、出資金、公社債、投資信託などの受益証券など
現金、預貯金	 現金、預貯金、小切手など

家庭用財産	 家具、什器、備品、貴金属など

	 	 生命保険、退職金、立木、ゴルフ会員権、特許権、貸付金、
	 	 未収金、電話加入権などその他の財産

●A

●Q


	2017農家の税金 2
	2017農家の税金 3
	2017農家の税金 4
	2017農家の税金 5
	2017農家の税金 6
	2017農家の税金 7
	2017農家の税金 13
	2017農家の税金 14
	2017農家の税金 123
	2017農家の税金 124

